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第 8 章 研究 

第 1 節 研究体制及び支援体制 

資料 8－1－①－1 

教員（期限付きを除く）の学位等の取得状況 

 

  
学位等取得者数 

全教員数 
博士 修士 技術士等資格 

機械システム 9 2 0 11 

メカトロニクス 8 1 0 9 

電子情報 8 2 0 10 

環境物質化学 8 0 0 8 

都市環境 5 1 1 6 

一般科目 

文系 

体育 
3 7 0 11 

理系 6 1 0 7 

合計 47 14 1 62 

（出典 教員（期限付きを除く）の学位等の取得状況） 

 

資料 8－1－①－2 

専攻分野別学修総まとめ科目指導教員数 

 

  
機械工学 

専攻分野 

電気電子工学 

専攻分野 

応用化学 

専攻分野 

土木工学 

専攻分野 

教授 ４名／１０名 ４名／５名 ２名／２名 ２名／３名 

准教授 ３名／１０名 １名／５名 ２名／２名 ０名／１名 

全体 ７名／２０名 ５名／１０名 ４名／４名 ２名／４名 

（出典 専攻分野別学修総まとめ科目指導教員数） 

 

資料 8－1－①－3 

専攻分野別学修総まとめ科目補助教員数 

 

  機械工学 

専攻分野 

電気電子工学 

専攻分野 

応用化学 

専攻分野 

土木工学 

専攻分野 

教授 １名／１名 ０名／０名 ０名／０名 ０名／１名 

准教授 ０名／０名 １名／２名 ０名／０名 ０名／０名 

講師・助教 ０名／0 名 ０名／０名 ４名／４名 ２名／３名 

全体 １名／１名 １名／２名 ４名／４名 ２名／４名 

（出典 専攻分野別学修総まとめ科目補助教員数） 
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資料 8－1－①－4 

研究主事室規程（廃止） 

 

研究主事室規程 

（目的） 

第１条 研究主事室は、研究担当副校長の統括のもと、第２条に規定する研究に関する事項を取り扱い、

本科及び専攻科の教育研究を円滑に運営することを目的とする。 

（業務） 

第２条 研究主事室は、次に掲げる事項の立案、実施に係る業務を行う。 

（１）地域連携、国際交流、自己点検及び評価並びに外部機関による評価及び認定に関すること。 

（２）産業界等との受託研究・共同研究等に関すること。 

（３）産業界等との交流会に関すること。 

（４）教育・研究奨励金の受け入れに関すること。 

（５）産業界等との連携による専攻科の教育に関すること。 

（６）国内・海外インターンシップについての連携・協力に関すること。 

（７）特許等の知的財産に関すること。 

（構成） 

第３条 研究主事室は、研究担当副校長、教務副主事若干名をもって構成する。 

（報告） 

第４条 研究担当副校長は、研究主事室の活動を校長に報告する。 

 

附 則 

この規程は、平成 26 年４月１日から施行する。 

 

（出典 研究主事室規程） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  第 8 章 研究 

367 

 

資料 8－1－①－5 

大阪府立大学工業高等専門学校運営組織規程 

 

大阪府立大学工業高等専門学校運営組織規程 

 

第１章 総則 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、大阪府立大学工業高等専門学校（以下「本校」という。）の運営組織に関する重要

事項を定め、校務の適正かつ円滑な運営を図るものとする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において、教職員とは常勤の教員及び職員をいう。 

２ この規程において、教員とは常勤の教授、准教授、講師及び助教をいう。 

 

第２章 校務分掌 

  

    第１節 校長及び主事室 

 

（校長） 

第３条 校長は、学校教育法その他の法令及び学則その他の規程の定めるところにより、校務を掌る。 

 

（教務主事、学生主事及び副校長） 

第４条 教務主事は、学校教育法その他の法令及び学則その他の規程の定めるところにより、教育計画

の立案その他教務に関することを掌る。 

２ 学生主事は、学校教育法その他の法令及び学則その他の規程の定めるところにより、学生の厚生補

導に関することを掌る。 

３ 副校長は、次表のとおり校務を分掌し、学則その他の規程の定めるところにより、校長を補佐する。 

名称 分掌事項 

教務担当副校長 （１）教育課程の編成、教育計画の立案、入学者選抜その他教務に関するこ

と（他の副校長の所掌事項を除く。）。 

企画渉外担当副校

長 

（１）自己点検及び外部機関評価、将来構想の検討など企画に関すること。 

（２）研究活動の支援に関すること。 

（３）国際交流及び地域連携に関すること。 

（４）広報活動の調整に関すること。 

（５）学生の進路選択の支援（インターンシップを含む。）に関すること。 

学生担当副校長 （１）学生の生活指導、福利厚生など厚生補導に関すること。 

４ 教務主事及び学生主事を補佐するため、教務担当副校長である教務主事の下に教務主事室、企画 
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渉外担当副校長である教務主事の下に企画渉外主事室、学生主事の下に学生主事室を置く。 

 

（副主事） 

第５条 教務主事室に教務副主事、企画渉外主事室に教務副主事、学生主事室に学生副主事をそれぞれ

若干名置く。 

２ 教務主事室の教務副主事は、教務担当副校長である教務主事の命を受け、教育計画や授業計画、教

育課程の実施など教務に関する事項を処理する。 

３ 企画渉外主事室の教務副主事は、企画渉外担当副校長である教務主事の命を受け、研究、地域産業

連携、広報活動、自己点検及び評価・認証評価及び日本技術者教育認定機構の認定などに関する事項

を処理する。 

４ 学生主事室の学生副主事は、学生主事の命を受けて、学生の生活指導､福利厚生など厚生補導に関す

る事項を処理する。 

５ 教務副主事及び学生副主事は、校長が各主事の意見を聴いたうえで、教員の中から任命し、任期は

２年とする。但し､再任することができる。 

６ 教務副主事及び学生副主事が欠けたときは、校長が各主事の意見を聴いたうえで、後任者を任命す

る。この場合における後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

７ 教務副主事及び学生副主事に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

    第２節 系及びコース 

 

（系及びコースの主任） 

第６条 本科に一般科目系主任、機械システムコース主任、メカトロニクスコース主任、電子情報コー

ス主任、環境物質化学コース主任及び都市環境コース主任（以下「主任」という。）を置く。 

２ 主任は、当該系又はコースに係る教育・研究、財務及び学校運営に関する事項について、連絡調整

を行うとともに、当該系又はコースを代表し、その業務を総括する。 

３ 主任は、当該系又はコースにおいて教授の中から選出された主任候補者を、校長が任命し、任期は

２年とする。 

４ 主任が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任者の残任

期間とする。 

５ 主任に事故があるときは、校長が代行者を任命する。                        

 

（主任補佐）                                            

第７条 前条の規定により任命された主任が、その職務を円滑にするために主任補佐を置く必要がある

と認めたときは、主任補佐を置くことができる。 

２ 主任補佐の任期は、当該主任と同じとする。但し、再任することができる。 
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第３節 学級及び学年 

 

（学級担任） 

第８条 本科の学級ごとに学級担任を置く。 

２ 学級担任は、学級の運営並びに学生の学習指導及び生活指導の任に当たる。 

３ 学級担任は、学生担当副校長が選んだ教員の学級担任候補者の中から、校長が任命し、任期は１年

とする。但し、再任することができる。 

４ 学級担任が欠けたときは、校長が学生担当副校長の意見を聴いたうえで、後任者を任命する。この

場合における後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 学級担任に事故あるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（学年主任） 

第９条 学年主任は、学生担当副校長が、学年担任会議構成員の意見を聴いたうえで任命する。 

２ 学年主任は、学年担任会議を統括する。 

 

    第４節 専攻科 

 

（専攻科長） 

第１０条 専攻科に専攻科長を置く。 

２ 専攻科長は、校長の命を受け、専攻科に関することを掌理する。 

３ 専攻科長は、企画渉外担当副校長が兼ねることとする。 

 

（専攻主任） 

第１１条 専攻科に機械工学コース専攻主任、電気電子工学コース専攻主任、応用化学コース専攻主任

及び土木工学コース専攻主任（以下｢専攻主任｣という。）を置く。 

２ 専攻主任は、専攻科長を補佐し、専攻科の教育及び研究に関する業務を処理し、学生の進路指導、生

活指導及び福利厚生など厚生補導の任にあたり、各コースとの連絡調整を図る。 

３ 専攻主任は、専攻科で授業を担当する教授の中から、校長が任命し、任期は２年とする。但し、再任

することができる。 

４ 専攻主任が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任者の残

任期間とする。 

５ 専攻主任に事故あるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（専攻科担任） 

第１２条 専攻科の学年ごとに専攻科担任を置く。 

２ 専攻科担任は、学年の運営の任に当たる。 

３ 専攻科担任は、専攻科長の意見を聴いたうえで、教員の中から校長が任命し、任期は２年とする。 
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但し、再任することができる。 

４ 専攻科担任が欠けたときは、専攻科長の意見を聴いたうえで、校長が後任者を任命する。この場合

における後任者の任期は、前任者の残任期間とする。 

５ 専攻科担任に事故あるときは、校長が代行者を任命する。 

 

    第５節 室等 

 

（室等の設置） 

第１３条 校務を分掌し、学生等にサービスを提供するため、次表のとおり、室等を置く。 

名称 業務 

図書館 （１）図書類及び資料の収集、管理及び利用に関すること。  

（２）読書指導、視聴覚教育及び情報リテラシー教育に関すること 

（３）教養・文化行事に関すること。  

（４）研究報告及び研究紀要の発行に関すること。 

情報システム統括

室 

（１）共用コンピュータ設備等の選定及び管理・運用に関すること。 

（２）校内情報通信ネットワークの整備及び管理・運用に関すること。 

（３）情報システム統括室を利用する教育・研究の支援に関すること。 

技術教育支援室 （１）実験・実習等における教材、装置の準備に関すること。 

（２）学生の実験・実習等における技術指導など授業支援に関すること。  

（３）実験・実習等に係る施設・設備の保守管理に関すること。 

（４）学校行事などの校務の支援に関すること。 

実習工場 （１）実習工場内の設備等の利用に係る技術支援及び技術指導に関すること。 

（２）実習工場内の施設・設備等の保守管理に関すること。 

キャリア教育支援

室 

（１）キャリア教育支援プログラムの策定及び推進に関すること。 

（２）学生の就職活動に対する支援に関すること。 

地域連携テクノセ

ンター 

（１）産業界等への技術相談・指導に関すること 

（２）産業界等との研究情報の交換など連携・協力に関すること。 

（３）公開講座等の企画、調整に関すること。 

材料評価室 （１）材料評価室の機器等の選定及び管理・運用に関すること。 

（２）材料評価室に設置する機器等の承認に関すること。 

（３）材料等の開発・分析・評価に係る教育・研究の支援に関すること。 

（４）材料等の開発・分析・評価に係る産学連携の支援に関すること。 

（５）材料評価室を利用する公開講座等の支援に関すること。 
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国際交流室 （１）教育研究における国際化に関すること。  

（２）海外の機関との交流に関すること。 

（３）海外インターンシップ学生への支援に関すること。  

（４）外国からの研究者の受入・支援に関すること。  

広報企画室 （１）広報資料の企画・編集に関すること。  

（２）広報行事の企画・調整に関すること。  

（３）公開用ホームページの管理・運営に関すること。 

（４）メディアへの情報発信に係る連絡調整に関すること 

学生相談室 （１）心身上の問題を持つ学生に対する支援の立案に関すること 

（２）カウンセリングに関連する学習会の企画・調整に関すること 

（３）教職員及び学生からの相談・報告に対応しての関係者の連絡・調整に

関すること 

 

（図書館長） 

第１４条 図書館に図書館長を置く。  

２ 図書館長は、校長の命を受け、図書館の業務を掌理する。 

３ 図書館長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任することができる。 

４ 図書館長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任者の

残任期間とする。 

５ 図書館長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（情報システム統括室長） 

第１５条 情報システム統括室に情報システム統括室長を置く。 

２ 情報システム統括室長は、校長の命を受け、情報システム統括室の業務を掌理する。 

３ 情報システム統括室長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任することがで

きる。 

４ 情報システム統括室長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期

は、前任者の残任期間とする。 

５ 情報システム統括室長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（技術教育支援室長） 

第１６条 技術教育支援室に技術教育支援室長を置く。 

２ 技術教育支援室長は、校長の命を受け、技術教育支援室の業務を掌理する。 

３ 技術教育支援室長は、教務担当副校長が兼ねることとする。 
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（技術教育支援長） 

第１７条 技術教育支援室に技術教育支援長を置く。 

２ 技術教育支援長は、各コースの教員との連絡調整及び室員の指揮監督に係る技術教育支援室長の業

務を補佐する。  

３ 技術教育支援長は、校長が技術教育支援室長の意見を聴いたうえで、教員又は室員の中から任命す

る。 

４ 技術教育支援長が欠けたときは、校長が技術教育支援室長の意見を聴いたうえで、後任者を任命す

る。 

 

（実習工場長） 

第１８条 実習工場に実習工場長を置く。 

２ 実習工場長は、校長の命を受け、実習工場の業務を掌理する。 

３ 実習工場長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任することができる。 

４ 実習工場長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任者

の残任期間とする。 

５ 実習工場長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（キャリア教育支援室長） 

第１９条 キャリア教育支援室にキャリア教育支援室長を置く。 

２ キャリア教育支援室長は、校長の命を受け、キャリア教育支援室の業務を掌理する。 

３ キャリア教育支援室長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任することがで

きる。 

４ キャリア教育支援室長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期

は、前任者の残任期間とする。 

５ キャリア教育支援室長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（地域連携テクノセンター長） 

第２０条 地域連携テクノセンターに地域連携テクノセンター長を置く。 

２ 地域連携テクノセンター長は、校長の命を受け、地域連携テクノセンターの業務を掌理する。 

３ 地域連携テクノセンター長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任すること

ができる。 

４ 地域連携テクノセンター長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任

期は、前任者の残任期間とする。 

５ 地域連携テクノセンター長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（材料評価室長）                  
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第２１条 材料評価室に材料評価室長を置く。                             

２ 材料評価室長は、校長の命を受け、材料評価室の業務を掌理する。 

３ 材料評価室長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任することができる。 

４ 材料評価室長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任

者の残任期間とする。 

５ 材料評価室長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（国際交流室長） 

第２２条 国際交流室に国際交流室長を置く。 

２ 国際交流室長は、校長の命を受け、国際交流室の業務を掌理する。 

３ 国際交流室長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し、再任することができる。 

４ 国際交流室長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任

者の残任期間とする。 

５ 国際交流室長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（広報企画室長）                                            

第２３条 広報企画室に広報企画室長を置く。                                 

２ 広報企画室長は、校長の命を受け、広報企画室の業務を掌理する。 

３ 広報企画室長は、校長が教職員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任することができる。 

４ 広報企画室長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任

者の残任期間とする。 

５ 広報企画室長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（学生相談室長）                                         

第２４条 学生相談室に学生相談室長を置く。 

２ 学生相談室長は、校長の命を受け、学生相談室の業務を掌理する。 

３ 学生相談室長は、校長が教員の中から任命し、任期は２年とする。但し､再任することができる。 

４ 学生相談室長が欠けたときは、校長が後任者を任命する。この場合における後任者の任期は、前任

者の残任期間とする。 

５ 学生相談室長に事故があるときは、校長が代行者を任命する。 

 

（室等の組織及び運営） 

第２５条 この規程に定めるもののほか、室等の組織及び運営に関する事項は、組織ごとに別に定める。 

 

第３章 会議の設置及び運営 
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第１節 会議の設置 

 

（会議の設置） 

第２６条 校務を適正かつ円滑に処理するため、次表のとおり、会議を置く。 

名称 議事内容 

企画調整会議 学校運営の重要事項に関する企画・調整及び諸課題の整理等 

運営会議 学校運営の重要事項に関する校内意見の集約及び聴取並びに組織間の連絡・調

整 

教職員会議 校務に関する教職員間の意思疎通、共通理解の促進、教職員の意見交換等 

系・コース会議 学校運営に関する事項の各系・コース構成員への伝達及び意見聴取  

各系・コースの運営に関する事項（予算配分を含む。）の連絡調整 

各系・コース単位で成績評価を必要とする授業科目の成績評価 

学年担任会議 各学年の学生の指導に関する事項の協議 

修了認定会議 本科における卒業及び各学年の課程修了の認定 

総合工学システム教育プログラム修了の認定 

 

第２節 企画調整会議 

 

（構成員） 

第２７条 企画調整会議の構成員は、校長、副校長、事務局長、事務局次長、総務課長、会計課長及び

学務課長とする。 

２ 校長は、必要に応じて、関係教職員の出席を求めることがある。 

 

（招集） 

第２８条 校長は企画調整会議を主宰し、原則として毎週１回招集する。ただし、必要に応じて臨時に

招集することができる。 

 

（議長） 

第２９条 企画調整会議の議長は、校長が務める。 

２ 校長が不在等のときは、校長が予め指名した副校長が代わって議長を務める。 

 

（庶務） 

第３０条 企画調整会議の庶務は、総務課において行う。 

 

（委任） 

第３１条 この規程に定めるもののほか、企画調整会議の運営に関する事項は、校長がその都度定め 
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る。 

 

第３節 運営会議 

 

（構成員） 

第３２条 運営会議の構成員は、校長、副校長、図書館長、情報システム統括室長、実習工場長、地域

連携テクノセンター長、材料評価室長、国際交流室長、広報企画室長、キャリア教育支援室長、学生

相談室長、系・コースの主任、専攻主任、事務局長、事務局次長、総務課長、会計課長、学務課長及

び技術教育支援長とする。 

２ 運営会議の構成員は、止むを得ない事由により会議に出席できない場合は、あらかじめ届け出て代

理の者を出席させることができる。 

３ 校長は、必要に応じて、関係教職員の出席を求めることができる。 

 

（招集） 

第３３条 校長は運営会議を主宰し、原則として毎月１回招集する。ただし、必要に応じて臨時に招集

することができる。 

 

（議題） 

第３４条 運営会議の議題は、開催日前日（休日の場合はその前日）の午前中までに、議題及びその要

旨を、総務課を経由して校長に提出するものとする。ただし、緊急を要する場合は、この限りではな

い。 

 

（議長） 

第３５条 運営会議の議長は、校長が務める。 

２ 校長が不在等のときは、校長が予め指名した副校長が代わって議長を務める。 

 

（庶務） 

第３６条 運営会議の庶務は、総務課において行う。 

 

（委任） 

第３７条 この規程に定めるもののほか、運営会議の運営に関する事項は、校長がその都度定める。 

 

第４節 教職員会議 

 

（構成員） 

第３８条 教職員会議の構成員は、常勤の教職員とする。 
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（招集） 

第３９条 校長は、教職員会議を主宰し、原則として月１回招集する。ただし、必要に応じて臨時に招

集することができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、５分の１以上の構成員から要請があるときは、校長は、教職員会議を臨

時に招集しなければならない。 

 

（議題） 

第４０条 教職員会議の議題は、開催日前日（休日の場合はその前日）の午前中までに、議題及びその

要旨を、総務課を経由して校長に提出するものとする。ただし、緊急を要する場合は、この限りでは

ない。 

 

（成立要件） 

第４１条 教職員会議は､構成員の過半数の出席をもって成立する。 

 

（議長） 

第４２条 教職員会議の議長は、校長が務める。 

２ 校長が不在等のときは、校長が予め指名する副校長が代わって議長を務める。 

 

（庶務） 

第４３条 教職員会議の庶務は、総務課において行う。 

 

（委任） 

第４４条 この規程に定めるもののほか、教職員会議の運営に関する事項は、校長がその都度定める。 

 

第５節 系・コース会議 

 

（構成員） 

第４５条 系・コース会議の構成員は、当該系・コースの常勤教員とする。 

２ 主任は、必要に応じて、関係教職員の出席を求めることができる。 

 

（招集） 

第４６条 系・コース会議は、定期的に開催するものとし､主任が招集する。 

 

（議長） 

第４７条 系・コース会議の議長は、系･コース会議において選出する。 
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（成立要件） 

第４８条 系・コース会議は、構成員の過半数の出席をもって成立する。 

 

（細則） 

第４９条 この規程に定めるもののほか、系・コース会議の運営に関する事項は、主任が系・コース会

議の意見を聴いて定める。 

 

第６節 学年担任会議 

 

（構成員） 

第５０条 学年担任会議の構成員は、当該学年の学級担任とする。 

２ 学年主任は、必要に応じて、関係教職員の出席を求めることができる。 

３ 学年主任は、副校長、学生相談室長又は委員会の委員長から申し入れがあるときは、その出席を認

めるものとする。 

 

（招集） 

第５１条 学年担任会議は、定期的に開くことを原則とし、学年主任が招集する。 

２ 学年主任は、必要と認めたときは、他学年の学年担任会議又は委員会と合同の会議を開くことを学

生担当副校長に求めることができる。 

 

（成立要件） 

第５２条 学年担任会議は、構成員の３分の２以上の出席をもって成立する。 

２ 学年担任会議の構成員は、止むを得ない事由により会議に出席できない場合は、あらかじめ主任に

届け出て代理の者を出席させることができる。 

 

（活動報告） 

第５３条 学年主任は、学年担任会議の活動を学生担当副校長に報告する。 

 

（細則） 

第５４条 この規程に定めるもののほか、学年担任会議の運営に関する事項は、学年主任が学年担任会

議の意見を聴いて定める。 

 

第７節 修了認定会議 

 

（構成員） 

第５５条 修了認定会議の構成員は、常勤の教員とする。 
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（招集） 

第５６条 修了認定会議は、校長が招集する。 

 

（議長） 

第５７条 修了認定会議の議長は、校長が務める。 

２ 校長が不在等のときは、教務担当副校長が代わって議長を務める。 

 

（成立要件） 

第５８条 修了認定会議は、構成員の過半数の出席をもって成立する。 

 

（庶務） 

第５９条 修了認定会議の庶務は、教務主事室において行う。 

 

（委任） 

第６０条 この規程に定めるもののほか、修了認定会議の運営に関する事項は、校長がその都度定める。 

 

第４章 委員会の設置及び運営 

 

（委員会の設置） 

第６１条 校務における特定の事項を審議するため、次表のとおり、教職員による委員会を置く。 

名称 審議事項 

危機対策委員会 

 

（１）危機管理に関する重要事項 

（２）教育研究（実験、実習を含む。）における安全に関すること。 

（３）安全教育の推進、安全意識の向上に関すること。 

（４）その他、安全対策に関すること。 

情報セキュリティ委員会 （１）情報セキュリティポリシーの策定及び改廃に関すること 

（２）情報セキュリティポリシーに基づく対策の推進に関すること 

（３）その他、情報セキュリティに関すること 

教員人事調整委員会 （１）教員の採用及び昇任に係る方針に関すること 

（２）教員の採用及び昇任に係る内申を校長が行う際の候補者の選考

に関すること。 

ハラスメント事案検討委

員会 

（１）ハラスメントに係る相談事案の事実解明に関すること。 

名誉教授委員会 （１）名誉教授称号付与に係る適格者の選考に関すること。 
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知的財産委員会 （１）知的財産権の取得支援に関すること。 

（２）知的財産権を利用した技術支援等に関すること。 

（３）ＴＬＯとの連携に関すること。 

（４）その他知的財産権に関すること。 

財務調整委員会 （１）学校運営に係る予算の要求、配分等財務の調整に関すること。 

（２）施設･設備の改善に関する方針の策定に関すること。 

教務委員会 （１）教育課程の実施に関すること。  

（２）授業計画・行事計画の調整に関すること。  

（３）教科書の選定に関すること。  

（４）シラバスの作成に関すること。  

（５）学位授与及び取得に関すること。  

（６）時間割編成及び時間割編成に付帯する事項に関すること。  

（７）その他教育活動の実施に関すること。 

入学者選抜委員会 （１）入学者選抜に関すること。 

（２）合格者等の選考に関すること。 

図書館運営委員会 （１）図書館の運営に関すること。 

専攻科委員会 （１）専攻科の運営に関すること。 

進路対策委員会 （１）卒業及び修了予定者の進路に関すること。 

インターンシップ対策委

員会 

（１）インターンシップに関すること。 

人権教育推進委員会 （１）人権教育の推進に関すること。 

（２）学生及び教職員に対する人権啓発に関すること。 

学校保健管理委員会 （１）学生の健康診断に関すること。  

（２）学校環境衛生に関すること。  

（３）校地、運動場、校舎等の清掃に関すること。  

（４）学生の健康相談に関すること。  

（５）学校行事における飲食等の安全確保に関すること。  

（６）その他学生の保健に関すること。 

学生指導委員会 （１）学生の生活指導・福利厚生など厚生補導に関すること。 

学生懲戒委員会 （１）学生の懲戒処分（退学、停学及び訓告に限る。）に関すること。 

２ 校務の公正かつ適切な運営を図るため、次表のとおり、外部の有識者による委員会を置く。 

名称 審議事項 

外部評価委員会 本校が行った自己点検及び評価について、意見を述べ提言を行うこと 

３ 前２項に定めるもののほか、校長は、特定の事項を審議するため、臨時に委員会を置くことができ

る。 
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（委員会の組織及び運営） 

第６２条 この規程に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関する事項は、委員会ごとに別に定

める。 

 

（高専評価専門部会の組織及び運営） 

第６３条 公立大学法人大阪府立大学計画・評価会議規程第８条第３項の規定により設置される公立大

学法人大阪府立大学計画・評価委員会大阪府立大学工業高等専門学校評価専門部会の組織及び運営に

ついては、別に定める。 

 

（安全衛生委員会の組織及び運営） 

第６４条 公立大学法人大阪府立大学教職員安全衛生管理規程第１５条第１項の規定に基づき大阪府立

大学工業高等専門学校に設置される安全衛生委員会の組織及び運営については、公立大学法人大阪府立

大学教職員安全衛生管理規程に定めるもののほか、別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

（廃止する規程） 

２ 系・コース会議規程は廃止する。 

３ 学年担任会規程は廃止する。 

４ 全課程及び課程修了認定会議規程は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典 運営組織規程） 
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地域連携テクノセンター規程 

 
大阪府立大学工業高等専門学校地域連携テクノセンター規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、大阪府立大学工業高等専門学校運営組織規程第 25条の規定に基づき、地域連携テ

クノセンター（以下「センター」という。）の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 センターは、地域連携テクノセンター長（以下「センター長」という。）及び室員として教員若

干名をもって組織する。 

２ 室員は、センター長の意見を聴いたうえで、企画渉外担当副校長が任命する。 

３ 室員の任期は、１年とする。ただし、再任は妨げない。 

 

（業務） 

第３条 センターは、産業連携・交流にかかる地域連携推進計画の策定を行うほか、次の各号に掲げる

事項の立案、実施及び広報にかかる業務を行う。 

（１）産業界等への技術相談・指導に関すること。 

（２）産業界等との研究情報の交換に関すること。 

（３）その他産業界等との連携・協力に関すること。 

（４）公開講座等の年間計画や調整に関すること。 

（５）上記の各項目に関して、校内の教職員への情報提供、斡旋及び協力に関すること。 

 

（地域連携テクノセンター会議） 

第４条 センター長は、センターの運営に関する事項を審議するため、センター長及び室員で構成する

地域連携テクノセンター会議（以下「会議」という。）を開催する。 

２ 会議は、センター長が必要に応じて招集し、議長となる。 

３ センター長が必要と認めたときは、関係教職員に対し、会議への出席を求めることができる。 

４ センター長に事故があるときは、あらかじめセンター長が指名する室員がその職務を代行する。 

 

（委任） 

第５条 この規程に定めるもののほか、センターの運営に関し必要な事項は、センター長が定める。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

（出典 地域連携テクノセンター規程） 
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資料 8－1－①－7 

材料評価室規程 

 
大阪府立大学工業高等専門学校材料評価室規程 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、大阪府立大学工業高等専門学校運営組織規程第 25条の規定に基づき、材料評価室

の組織及び運営に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（組織） 

第２条 材料評価室は、材料評価室長（以下「室長」という。）及び室員として教員若干名をもって組織

する。 

２ 室員は、室長の意見を聴いたうえで、企画渉外担当副校長が任命する。 

３ 室員の任期は、１年とする。ただし、再任は妨げない。 

 

（材料評価室長補佐） 

第３条 室長は、室員の中から、材料評価室長補佐を任命することができる。 

２  材料評価室長補佐は、室長を補佐するとともに、室長に事故あるときは、その職務を代行する。 

 

（業務） 

第４条 材料評価室は、次の各号に掲げる業務を行う。 

（１）材料評価室の運営に関すること。 

（２）材料評価室の機器等の管理・運用に関すること。 

（３）材料評価室における機種選定に関すること。 

（４）材料評価室に設置する機器等の承認に関すること。 

（５）材料等の開発・分析・評価にかかる教育・研究の支援に関すること。 

（６）産学交流に伴う、材料等の開発・分析・評価にかかる技術支援に関すること。 

（７）材料評価室を利用する公開講座などの地域貢献事業の支援に関すること。 

（８）その他室長が必要と認めた業務に関すること。 

 

（材料評価室運営会議） 

第５条 材料評価室の運営及び機器等の管理・運用に関する事項を審議するため、室長及び室員で構成

する材料評価室運営会議を開催する。 

２ 材料評価室運営会議は、室長が招集し、会議の議長となる。 

３ 室長が必要と認めたときは、材料評価室運営会議において、関係教職員の出席を求めることができ

る。 

 

（細則） 

第６条 この規程に定めるもののほか、材料評価室の利用に関する事項は、別に定める。 

２ この規程に定めるもののほか、材料評価室の運営に関し必要な事項は、材料評価室運営会議での審

議を経て、室長が定める。 

 

附則 

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

附則 

この規程は、平成２６年６月１日から施行する。 

附則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

（出典 材料評価室規程） 
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資料 8－1－①－8 

大阪府立大学高専シーズ集_表紙 

 

 
（出典 大阪府立大学高専シーズ集） 
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資料 8－1－①－8（続き） 

大阪府立大学高専シーズ集_目次 

 

 

（出典 大阪府立大学高専シーズ集） 
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資料 8－1－①－8（続き） 

大阪府立大学高専シーズ集_目次 

 

 

（出典 大阪府立大学高専シーズ集） 
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資料 8－1－①－8（続き） 

大阪府立大学高専シーズ集_例 

 

 

（出典 大阪府立大学高専シーズ集） 
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資料 8－1－①－8（続き） 

大阪府立大学高専シーズ集_例 

 

 
（出典 大阪府立大学高専シーズ集） 
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資料 8－1－①－9 

MOBIO 大阪ホームページ 

（大阪府立大学工業高等専門学校 産学連携サテライト・オフィス） 

 

（出典 MOBIO 大阪ホームページ） 
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資料 8－1－①－10 

寝屋川市と大阪府立工業高等専門学校との連携に関する協定 

 

（出典 寝屋川市と大阪府立工業高等専門学校との連携に関する協定） 
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資料 8－1－③－1 

平成 26年度 教育研究等業績評価調書 
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資料 8－1－③－1（続き） 
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資料 8－1－③－1（続き） 
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資料 8－1－③－1（続き） 
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資料 8－1－③－1（続き） 

 

（出典 平成 26年度 教育研究等業績評価調書） 
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資料 8－1－③－2 

教育研究等業績評価調書に基づく校長面談スケジュール 

 

 

（出典 校長面談スケジュール） 
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資料 8－1－③－3 

企画調整会議における企画渉外担当副校長による研究活動に関する状況報告（例） 

 

（出典 企画調整会議資料） 

 


